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【論 文】 青森公立大学論纂
第5巻第1･2号（2020）

項目反応理論による金融リテラシー再検証

國方　　明※

１．イントロダクション

　近年，消費者の金融リテラシーに関する調

査・研究が蓄積されている。例えば，Lusardi and 
Mitchell（2014）が金融リテラシーに関する様々
な論点を展望し，一論点として日本を含む 12ヵ
国の金融リテラシー水準を比較した。また，小

山内・西尾・北野（2016）がわが国大学生の金
融リテラシーを調べて，その結果を米国大学生

の結果と比べた。さらに，國方（2018）などが，
わが国消費者の金融リテラシー水準の説明要因

を分析した。

　これら先行研究では，客観問題の正答数また

は正答率で，各回答者の金融リテラシー水準を

測った。しかし，正答数や正答率による計測に

は限界がある。例えば，正答数や正答率は次の

２つの要因両方によって決まる：⑴各項目の難

易度，⑵受験者の能力。このため，正答数や正

答率が地域間や時点間で異なる場合，その違い

が⑴と⑵のどちらによるものかを識別できない。

この限界を乗り越えるために，項目反応理論（item 
response theory，以下 IRTと略す。）が構築されて
いる。IRTでは，⑴と⑵を同じ評価軸上で，個別
に測定できる。

　本稿では「金融リテラシー調査（2016年）」個
票データに IRTを適用して，次の２つの分析を
実施した。第１に，各設問の特徴を表すパラメー

タを推定して分析した。第２に，推定結果を，

Knoll and Houts（2012, 以下 KH2012と略す。）に
よる米国の推定結果と比較した。

　主な分析結果は次の３つである。第１に，イ

ンターネット取引，金利と債券価格の関係につ

いての設問やトラブル相談窓口についての設問

に関する推定結果が，他の設問と大きく異なっ

た。第２に，複利計算に関する設問で，日本の

正答確率が米国の正答確率よりも低い傾向だっ

た。但し，この結果だけでわが国消費者の複利

計算に対する理解が乏しいと結論付けるのは難

しい。第３に，インフレーションや分散投資な

ど日米間でそれ程正答確率の変わらない設問や，

住宅ローンなど日本の正答確率が米国の正答確

率よりも高くなりうる設問が観察された。

　本稿の構成は次の通りである。第２節で先行

研究を紹介する。第３節で本稿の分析枠組みを

紹介する。第４節で分析結果を紹介する。第５

節で分析結果を考察し，今後の課題を述べる。

２．先行研究

　McCormack et al.（2009）, KH2012, Kunovskaya, 
Cude, and Alexeev（2014）, Bongini, Trivellato, and 
Zenga（2016）, Walstad and Rebeck（2017）などが，
外国の消費者の金融リテラシーを IRTで分析し
た。これらのうち KH2012は，次の米国サーベイ
調査から抽出した個票データに IRTを適用した。
　● The Rand American Life Panel（以下 ALPと略
す。）の wave 5, wave 21, wave 50, wave 64

　● The Health and Retirement Study（以下 HRSと
略す。）の 2004年調査と 2008年調査

　● The National Financial Capability Study （ 以 下
NFCSと略す。）の 2009年調査

そして KH2012は，適当な推定値の得られた 20
項目について，項目パラメータ推定値を報告し

た。

※  青森公立大学准教授
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　IRTでは，通常受験者  が単一の能力　を持つ
と想定する。　は直接観測できない潜在変数で

ある。また，概念的には能力に下限と上限がな

いので， 　はマイナス無限大からプラス無限大ま
での値を取れる。通常，能力の母集団分布が標

準正規分布に従うと仮定する。

　IRTでは，各項目の正答確率が　 の関数だと
考える。正答確率は０以上１以下の値になる。

項目　の正答確率を　　　と書くと，通常 IRT
は　　  と   の間にロジスティック関数を当ては
める。ロジスティック関数の一例が⑴式である。

⑴

　横軸に　 を測り縦軸に　　　を測る平面に⑴
式を描くと，通常図１に示すようなＳ字型曲線

になる。曲線が右上がりになる理由は，能力の

高い受験者で正答確率が高いのが自然だからで

ある。図１の曲線を項目特性曲線と言う。

　⑴式では　 以外に，　 と　 と言う２つのパラ
メータが現れる。　と　をまとめて項目パラメー

タと言う。そして，⑴式のモデルを２パラメー

タロジスティックモデル（以下，２PLMと略す。）
と言う。

　　は，正答確率が 50%になるときの　 の値と
等しい。  が小さい項目は，相対的に低い能力し
か持たない受験者でも正答確率 50%へ到達でき
る，簡単な項目である。逆に   が大きい項目は，
相対的に高い能力を持たなければ正答確率 50%
に到達できない，難しい項目である。この性質

から 　を項目困難度と言う。正答率とは逆に，
項目困難度が大きい項目で難易度が高いと判定

される。　と同じく，項目困難度も，図１横軸上

でマイナス無限大からプラス無限大までの値を取

れる。例えば，図１の実線

は難易度の低い項目を示し，粗い点線

　　　　 は難易度の高い項目を示す。
　一方　 は， 　と　 とが等しい場合（言い換え
ると正答確率 50%の場合）における，項目特性
曲線の傾きを表す。理論上，　 もマイナス無限大
からプラス無限大までの値を取れる。しかし通

常，項目特性曲線は右上がりなので，　 は正値に
なる。　が大きい項目では， 　が 　よりわずか

　これに対して，わが国消費者の金融リテラシー

に IRTを適用した先行研究は，筆者の知る限り
存在しない。

３．分析枠組み

３．１．「金融リテラシー調査」の紹介

　「金融リテラシー調査」は，金融広報中央委員

会が実施した，わが国 18歳以上の個人の金融リ
テラシーの現状把握を目的とするアンケート調

査である。「金融リテラシー調査」は，今まで

2016年調査と 2019年調査の２回実施された。
　「金融リテラシー調査（2016年）」の調査期間
は 2016年２月 29日～同年３月 17日である。調
査対象は，わが国人口構成とほぼ同一の割合で

収集した 18歳～ 79歳の 25000人である。調査
方法は，インターネット・モニター調査である。

調査結果は金融広報中央委員会（2016）にまと
められている。

　「金融リテラシー調査（2019年）」の調査期間
は 2019年３月１日～同年３月 20日である。調
査対象の抽出方法と調査方法のどちらも 2016年
調査と同じである。「金融リテラシー調査（2019
年）」は基本問題 53問とアドホック問題 5問で
構成されており，基本問題は 2016年調査と同じ
である。調査結果は金融広報中央委員会 (2019)
にまとめられている。

　本稿では「金融リテラシー調査（2016年）」個
票データを用いる。金融広報中央委員会（2016）
では，金融リテラシーにかかわる客観問題 25問
の正答率で，各回答者の金融リテラシーを計測

した。項目反応理論の用語法では，この小問 25
個を「項目」と言う。表１に項目の一覧を示す。

回答者 25000人全員が，25項目全てに回答した。
また，25項目のうち項目９，項目 10，項目 12，
項目 14と項目 15の５個が，KH2012でも分析さ
れている。

３．２．IRTについて
　豊田編著（2005），豊田（2012），荘島（2009, 
2010），加藤・山田・川端（2014）などに基づき，
IRTを紹介する。
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シー・マップ」の「家計管理」や「生活設計」

に属する項目で　 の推定値が小さな傾向にあり，
「金融知識　金融取引の基本」や「金融知識　ク

レジット・ローン」に属する項目で　 の推定値
が大きな傾向にある。

　一方，　 の推定値は，15個の項目で負値，10
個の項目で正値になる。しかし，ほとんどの項

目で，　 は－ 0.5以上 0.5以下の範囲内にある。
また，「金融リテラシー・マップ」の「金融知識　

金融取引の基本」や「外部の知見活用」に属す

る項目で，　 の推定値が小さな傾向にある。
　表２から，推定値に特徴ある項目を取り上げ

る。まず，項目 15は金利と債券価格の関係につ
いての問いであり，項目識別力が小さく項目困

難度が大きい。次に，項目 25はトラブル相談窓
口についての問いであり，項目識別力と項目困

難度どちらも小さい。最後に「金融知識　金融

取引の基本」に属する３項目（項目５，項目６，

項目７）と項目 13では，項目困難度が他項目よ
りも小さく，項目識別力が他項目と同程度であ

る。したがって，これら４項目は，能力の低い

層とそれ以外とを識別しやすい問いと言える。

　図２の項目特性曲線は多くの項目で似た形を

している。但し，項目７，項目 15や項目 25の
項目特性曲線で，位置や形が異なる。まず，項

目７の項目特性曲線は，他項目と比べて同程度

の傾きで左側にある。つまり，他項目よりも比

較的能力の低い層でも正解しやすい。次に，項

目 15では，ごく能力の低い層を除いて，多くの
回答者が正解しにくい。最後に，項目 25では，
能力の低い層で正答確率が非常に高い。しかし，

項目識別力が低いので，回答者の能力が上昇し

ても正答確率が高まりにくい。

４．２．HK2012推定結果との比較
　図３に，本稿と HK2012とで共通する５項目
の項目特性曲線を示す。実線が表２の推定値を

用いて描いた項目特性曲線である。一方，点線が，

HK2012の項目パラメータ尺度（表２注）に等化
を適用した結果を用いて描いた項目特性曲線で

ある３）。

　パネル⒜は項目９つまり複利計算に関する問

いの項目特性曲線である。実線で項目困難度が

に大きいと正答確率が 100%に大きく近づき，θ 
が　 よりわずかに小さいと正答確率が０%に大
きく近づく。言い換えると，その項目に正答し

た人の能力が 　よりも大きいと判断しやすい。
この性質から 　を項目識別力と言う。例えば，
図１の実線　　　　　　　　　では項目識別力

が高く，細かい点線　　　　　　　　　 で項目
識別力が低い。

　本稿では次の２つの分析を実施する１）。

第１に，「金融リテラシー調査（2016年）」回答
状況のデータを用いて，客観問題 25項目それぞ
れの項目パラメータを推定する２）。國方（2018）
など先行研究と同様に，不正解の回答者と「わ

からない」を選ぶ回答者とを区別しない。この

ため，25000人の回答者全てについて回答状況
のデータを利用でき，欠測値はない。項目パラ

メータの推定方法は周辺最尤推定法である。周

辺最尤推定法は，全パラメータ (　 ,　 と　 )に
関する尤度関数から 　を積分消去し，消去した
結果を　 と　 それぞれについて最大化する手
法である。R 3.6.1の irtoysパッケージ上で IRT 
Command Languageを操作して，推定を行った。
第２に，KH2012も，⑴式の 　と 　を周辺最尤
推定法で推定する（KH2012, p. 394）。また，表
１の 25項目と KH2012との間で，５項目が共通
する。そこで，本稿と KH2012との間で項目パラ
メータ推定値を比べる。但し，本稿と KH2012と
の間で，　 と　 それぞれの原点と尺度が異なる。
そこで，KH2012の項目パラメータの原点と尺度
を，本稿の項目パラメータの原点と尺度に揃え

る。この手続きを等化と言う。R 3.6.1の plinkパッ
ケージで等化を行った。

４．分析結果の紹介

４．１．「金融リテラシー調査（2016年）」各項目
　　　　の分析

　項目識別力　 と項目困難度　 の推定結果を，
表２に示す。また，表２の推定結果を⑴式に当

てはめて描いた項目特性曲線を，図２に示す。

　表２で，　 の推定値は全て正値であり，右上
がりの項目特性曲線を描く。また，「金融リテラ
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大きく，項目識別力がやや小さい。したがって

能力の低い層から能力の高い層まで幅広く，横

軸を固定すると日本の正答確率が米国の正答確

率よりも低くなる。

　パネル⒝は項目 10つまりインフレーションに
関する問いの項目特性曲線である。実線と点線

の位置や形はそれ程異ならない。

　パネル⒞は項目 12つまり住宅ローンに関する
問いの項目特性曲線である。実線で項目識別力

が大きく，項目困難度が小さい。平均以上の能

力で，日本の正答確率が米国よりも高い傾向に

ある。

　パネル⒟は項目 14つまり分散投資に関する問
いの項目特性曲線である。実線と点線の位置や

形はそれ程異ならない。

　パネル⒠は項目 15つまり金利と債券価格の関
係の項目特性曲線である。実線で項目識別力が

小さく，項目困難度が小さい。平均程度の能力で，

日本の正答確率が米国よりも高い。但し，正答

確率の絶対的な値は，日米どちらも低い。

５．結果の考察と今後の課題

　本稿の主な分析結果は次の３つである。第１

に，項目７，項目 15と項目 25の項目パラメー
タ推定値が他項目と異なった。第２に，項目９で，

日本の正答確率が米国よりも低くなった。第３

に，日米間でそれ程正答確率の変わらない項目

や，能力水準によって日本の正答確率が米国よ

りも高い項目が観察された。

　以上の分析結果について，４つの考察を行う。

第１に，項目反応理論では図２や図３のように

能力別の正答確率を議論できる。この結果，ど

の程度能力を持つ消費者で正答確率が低く金融

教育の必要性が高いかなどを議論する手がかり

になると考えられる。例えば，「金融知識　金融

取引の基本」に属する項目や項目 13で不正解に
なる回答者は，能力が低く，他の項目の正答確

率が非常に低いと推測される。そこで，この回

答者に対して，より手厚く金融教育を行う必要

性が高い。

　第２に，項目 15で，項目識別力が小さく項目

困難度が大きい。北野他（2014）は，金融リテ
ラシー概念を①基礎的学力，②金銭管理能力と

③環境対応力の３つの知識・能力に類型化する。

項目 15で正解を導くために，次の知識・能力が
必要になると考えられる。まず，①のうち債券

や金利など専門用語についての知識，抽象的な

説明文を読み解く能力や，金利と債券価格の関

係を数理的に捉える能力である。次に，③のう

ち金利上昇への対応力である。このように多様

な知識・能力が必要なので，項目 15で困難度が
大きくなったのかもしれない。

　第３に，金融広報中央委員会（2016, 2019）が，
項目９，項目 10，項目 12，項目 14と項目 15の
全てで，日本の正答率が米国の正答率よりも低

いと指摘した。そして，この指摘は，日本人の

金融リテラシーの低さとしてマスコミ報道など

でしばしば取り上げられている。本稿の結果は，

この通念に疑問を投げかける。また，Lusardi and 
Mitchell（2014）や小山内・西尾・北野（2016）は，
インフレーションに関する項目で日本の正答率

が米国よりも高く，他の項目で日本の正答率が

米国よりも低い傾向を報告した。このように金

融リテラシーの日米比較では安定した傾向が観

察されていない。日米間における経済状況や各

種制度の違い，各国調査の時点や調査票の記述

の違いなど，様々な要因がこの不安定さをもた

らすと考えられる。さらなる調査・研究などの

蓄積が望まれる。

　第４に，項目９では，ほとんどの能力値で日

本の正答率が米国の正答率よりも低い。しかし，

次の２点から，項目９の分析結果だけによって，

わが国消費者の複利計算に対する理解が乏しい

と結論付けるのは難しい。まず，山口（2019）が「金
融リテラシー調査（2019年）」と NFCS 2018年
調査の間で調査票の記述を比べて，本稿の項目

９では NFCSの設問が過度に易しいと指摘した。
そこで，本稿や KH2012が使用したサーベイ調査
の調査票を確認した。その結果，「金融リテラシー

調査（2016年）」で，「金融リテラシー調査（2019
年）」と同じ指示文と選択肢が使われている。一

方，HRS 2004年調査，HRS 2008年調査と NFCS 
2009年調査で，NFCS 2018年調査と同じ指示文
と選択肢が使われている。また，ALPについて
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は項目９に対応する問いを見つけられない。し

たがって本稿の結果は，記述の違いによる難易

度の違いを表している可能性がある。次に，項

目９以外に項目３，項目 12や項目 21も，複利
計算の知識を用いて解く項目と言える。そして，

表２で項目３，項目 12や項目 21の項目困難度
は高くない。また，金融広報中央委員会（2019，
図表 42）によると，項目 21で日本の正答率が米
国よりも高い。

　残された課題は以下の２つである。

　第１に，注２）で述べた通り，項目パラメー

タの値が分かれば，能力　 を推定できる。そこ
で「金融リテラシー調査（2019年）」個票データ
に本稿の項目パラメータ推定値を当てはめ，　 を
推定して分析したい。

　第２に，表１に載っている 25項目の大部分が
多肢選択型である。多肢選択型の問いでは，ど

れだけ能力の低い回答者でも，偶然まぐれ当た

りになるかもしれない。IRTでは，2PLM以外に，
　 ,　 とまぐれ当たりの可能性を示すパラメータ
の３つを推定する３パラメータロジスティック

モデルがある。このモデルを採用してまぐれ当

たりの可能性を考慮したい。

６．謝　　辞

　本稿の分析にあたり，金融広報中央委員会（事

務局：日本銀行情報サービス局内）から「金融

リテラシー調査（2016年）」個票データの貸与を
受けた。また，本稿作成過程で，今　喜典先生（（公

財）21あおもり産業総合支援センター）と山本 
俊先生（青森中央学院大学）から有益なコメン

トを頂いた。さらに草稿を日本ファイナンス学

会第１回秋季研究大会（2019年 11月 30日（土），
於：大阪大学）で報告し，討論者の北野友士先

生（桃山学院大学）と，安孫子勇一先生（近畿大学）

から貴重なコメントを頂いた。最後に，匿名の

査読者から有益なコメントを頂いた。記して感

謝申し上げる。なお，言うまでもなく残された

問題は筆者に属する。

（2019年 12月 2日受付、2020年 1月 15日受理）

注

 １）  IRTには，一次元性と局所独立性と言う２つ
の前提がある。本稿執筆時にこれら前提が

成り立つか否かを検証し，前提が成り立た

ないとは言えないと判断した。検証結果が

ご入り用の方は筆者へのご連絡をお願いし

たい。

 ２）  　も推定すべきパラメータである。しかし，
IRTでは，通常項目パラメータの値が既知の
場合にだけ   　を推定する。豊田編著（2005, 
pp. 18-20）を参照した。

 ３）  紙幅を節約するために HK2012に等化を適
用した推定値を掲載しない。結果がご入り

用の方は筆者へのご連絡をお願いしたい。
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表１　項目一覧
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図１　項目特性曲線の仮想例
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表２　項目識別力と項目困難度の推定結果
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図２　項目特性曲線
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図３　HK2012 推定結果との比較　　⒜項目９　複利計算

⒝項目 10　インフレーション
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⒞項目 12　住宅ローン

⒟項目 14　分散投資
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⒠項目 15　金利と債券価格の関係
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A Reexamination of the Measurement of Financial Literacy 
Using Item Response Theory

Abstract
　This article examines the psychometric properties of the Financial Literacy Survey 
2016, which is the first large-scale questionnaire survey to understand the current 
state of fi nancial knowledge in Japan. Using item response theory (IRT), we estimate 
discrimination parameter and difficulty parameter for each item. Our results are 
compared to the U.S. results from Knoll and Houts (2012).
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